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はじめに 
 
昭和57年3月に放射性物質自動車運搬技術検討会が、1973年版 IAEA輸送規則の適用指針と

の整合も考慮しつつ、「放射性物質の自動車運搬に係る積載方法の安全性に関する技術基準の適

用指針について（報告書）」（以下、「固縛指針」という。）を取りまとめた。以来、我が国に

おける放射性物質の自動車運搬の技術的基準として、安全輸送を行うためには無くてはならない

ものとなっている。 
ただ固縛指針は策定されてから既に29年が経過しており、放射性物質輸送を取り巻く環境は固

縛指針が策定された当時とは大幅に変化し、また IAEA輸送規則も改訂を重ねてきた。 
このため今日まで放射性物質輸送の安全性に大いに貢献してきた固縛指針も、現在の視点で一

度見直しを図っておく必要があるとの考えから、IAEA輸送規則との整合性、国内関係法令等と

の整合性及び輸送方式の変化への対応等について調査を行った。また調査結果を改訂版として取

りまとめた。 
今後改訂版が、放射性物質安全輸送の確保に一層貢献することになれば幸いである。 
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(解－1) 新固縛指針では、「旧固縛指針の別添」を参考資料 1とした。また「参考」として掲載し

ていた「強度計算例」を参考資料２とした。 

(解－2) 固縛用材のうち現在ほとんど使用されていない「荷締機」は削除し、使用頻度の増加した

「ベルトスリング」「アイプレート」や、海上コンテナによる輸送で使用する「すみ金具」「ツ

イストロック等」を加えた。なお当初海上コンテナも固縛用材に含める案が出されたが、海上

コンテナ自体は固縛用材ではないので原文のままとした。 

新固縛指針及び検討表 

※ 本表における注釈の標記を次の通りとする 

(解－   ) ⇒ 委員会での発言内容や専門家による意見など 

（参－   ）⇒ 関係資料で参考となるもの 



新固縛指針 調査委員会におけるコメント及び経緯の解説等 

(6) 環フック･･････････････････････････････････････････････････････････････ 8
(7) チエーン･･････････････････････････････････････････････････････････････ 8
(8) レバーブロック････････････････････････････････････････････････････････ 8
(9) ベルトスリング････････････････････････････････････････････････････････ 9
(10) アイプレート･････････････････････････････････････････････････････････ 9
(11) すみ金具、ツイストロック等 ･･････････････････････････････････････････ 9

 

 

 

 

 

 

 参考資料 2 強度計算例･･･････････････････････････････････････････････････････ 10  

(1) ボルトによる固縛･････････････････････････････････････････････････････ 10
(2) ワイヤロープによる固縛（止め木有り）･････････････････････････････････ 12
(3) ワイヤロープによる固縛（止め木無し）･････････････････････････････････ 14
(4) ワイヤロープ(8 本)による固縛（止め木有り）････････････････････････････ 16
 
 
 
 
 

放射性物質の自動車運搬に係る積載方法の安全に関する技術基準  

 
 
輸送物等は、運搬中において移動、転倒、転落等により、輸送物の安全性が損なわれないように

積載しなければならない。 
 

 

運輸省令  

核燃料物質等車両運搬規則第4条第2項  

放射性同位元素等車両運搬規則第4条第2項  

 
 
放射性物質の自動車運搬に係る積載方法の安全に関する技術基準の適用指針  

  
 
1.基本的考え方 (参－1) IAEA輸送規則助言文書TS-G-1.1 付録Ⅳの Ⅳ.3.及びⅣ.1.1には固縛に関する基本的考え

方が記載されている。 ① 通常状態において走行に伴って発生する慣性力によって、輸送物が移動または転倒しないこ

と。 
② 通常予想される交通事故時において衝突に伴って発生する慣性力によって、輸送物が車両か

ら脱落することがないこと。 
③ 事故時等に固縛装置に発生する過大な荷重によって、輸送物がその性能を阻害されることが

ないこと。 
注 「移動」には、ロープの伸び等に伴う微小な移動及び積載方法の機構に起因する移動

を含まない。 
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2.適用範囲 (解－3) 実態として頻繁に輸送が行なわれているL型輸送物についても、適用範囲とした。 

この適用指針は、BU型輸送物、BM型輸送物、A型輸送物、ＩＰ-3型輸送物、IP-2型輸送物、

IP-1型輸送物、Ｌ型輸送物並びにこれらの核分裂性輸送物及び六ふっ化ウラン輸送物の積載につ

いて適用する。 

(解－4) 新固縛指針では、旧固縛指針の編纂後に法令に取り入れられた IP-3型輸送物、IP-2型輸

送物及び IP-1型輸送物を適用範囲とした。 

(解－5) 新固縛指針では、旧固縛指針の編纂後、国土交通省の運搬確認の対象となり、耐火試験が

課されている 100ｇ以上の六フッ化ウランが収納された輸送物「六ふっ化ウラン輸送物(核事業

所外運搬規則第 12条第 2項)」を適用範囲とした。 

 

(解－6) C型輸送物は、現在わが国の関係法令には取り入れられておらず、適用範囲に含まれない

ものとした。 

(参－2) 適用範囲に該当する各輸送物の固縛方法に関しては「４．固縛方法  (3) 積載及び運搬要

領における要求事項」の冒頭部分を参照。概要は以下の通り。 

・L型輸送物は固縛指針の適用範囲とするが、通常時条件の適用輸送物としない。 

・IP-3型輸送物、IP-2型輸送物は固縛指針の適用範囲とし、通常時条件の適用輸送物とする。 

・IP-1型輸送物は固縛指針の適用範囲とするが、通常時条件の適用輸送物としない。ただし可

能な限り通常時条件により固縛することが望ましい。 

3.用語の定義 (解－7) 新固縛指針では、固縛の対象となるのは輸送物のほか、オーバーパック及びこれらが収

納されているコンテナにも固縛が必要であることから「（オーバーパック及びこれらが収納さ

れているコンテナを含む）」という文言を括弧書きで付記した。ただしこの場合の「コンテナ」

においては、コンテナを専用に積載するための物品積載装置を有する車両によって輸送される

コンテナと車両の緊締装置については除かれるものとする。 

本適用指針に用いる用語の定義は関係法令によるほか、次によるものとする。 
① 輸送物･･････････核燃料輸送物及び放射性輸送物（オーバーパック及びこれらが収納されて

いるコンテナを含む） 
② 固縛････････････輸送物を車両に固定しまたは留めること 
③ 固縛装置等･･････固縛するための用具の総称 (参－3) IAEA輸送規則TS-R-1では輸送物（230項）と運搬物（210項）を定義している。 

④ アタッチメント･･輸送物に取付けられている固縛のための金具等 
④ 止め木･･････････車両に取付けられた輸送物の滑動を防止するための木または金具 
⑤ 単独固縛････････個々の輸送物について、それぞれ個別に固縛すること 

4.固縛方法  (解－8) 旧固縛指針において(1)では、内容的に設計の条件、考え方が述べられていることから、

新固縛指針では、内容に合わせたタイトル「固縛装置の設計」とした。また、旧固縛指針では、

「(1)-②固縛装置の事故時条件による確認」の内容が事故時条件を対象としていることから、こ

れとの対比させる形で、旧固縛指針の「(1)-①固縛装置の必要強度」は通常時条件に関する記載

となっていることは明白である。したがって新固縛指針では、①のタイトルを「通常時条件」

とし、通常時条件の適用輸送物と設定加速度の内容を明示した。 

(1) 固縛装置の設計 
固縛装置は、下記に示す通常時条件及び事故時条件において作用する場合に発生する力に耐え

うる強度を有していなければならない。 
ただし、速度を制限することによって、明らかに下表の加速度を生ずることがない場合には、

これによらないことができる。 
① 通常時条件 (解－9) 新固縛指針では、IP-3型輸送物、IP-2型輸送物及び六ふっ化ウラン輸送物を通常時条件

の適用輸送物に加えた。 ｱ) 固縛装置は、表aの適用輸送物について、表bに示すそれぞれの方向の加速度が同時に作

用する場合に発生する力に耐える強度を有しなければならない。 L型輸送物については輸送の実態に鑑み、運搬に際しての注意事項を守ることを条件に固縛

の義務を免除する構成とし、通常時条件の適用輸送物とはせず、取扱い上の注意事項について

述べることとした。 

表a適用輸送物 
BU型輸送物 、BM 型輸送物 、A型輸送物 、
IP-3型輸送物 、IP-2型輸送物 、 
核分裂性輸送物、六ふっ化ウラン輸送物 、 

また IP-1型輸送物については通常時条件の適用輸送物とせず、可能な限り通常時条件により

固縛することを促す内容とした。 

したがって表 aでは、BU型輸送物、BM型輸送物、A型輸送物、IP-3型輸送物、IP-2型輸送

物及び六ふっ化ウラン輸送物及び核分裂性輸送物を適用輸送物として明示した上で、L型輸送

物及び IP-1型輸送物については(3)の記述を参照するよう表外に補足した。 

※ L型輸送物及び IP-1型輸送物については(3)参照 
 

 
なお、現在わが国の関係法令には取り入れられていないC型輸送物は、固縛指針の適用範囲

には含まれず、通常時条件の適用輸送とはならないものとした。 
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 (解－10) IAEA輸送規則TS-R-1の 636項には、A型輸送物の要件の一つとして固縛要件が記載さ

れており、C型輸送物（667項による 636項の引用）、BU型輸送物（650項による 636項の引

用）、BM型輸送物（665項による 650項の引用）及び IP-3型輸送物（623項による 636項の引

用）に適用している。 

表b設定加速度  

上下方向 2G(＊)  
 前後方向 2G 

 左右方向 1G 更に IAEA輸送規則助言文書 TS-G-1.1 附属Ⅳ.1.1 におけるTS-R-1 636項の解説では、固縛

要件が適用される輸送物として、C型輸送物、BU型輸送物、BM型輸送物及び IP-3型輸送物

を挙げていることから新固縛指針では、IP-3型輸送物を通常時条件の適用輸送物に加えた。 

 (＊) 重力加速度は含まず 
 

ただし、50kg 未満のＡ型輸送物、IP-3型輸送物及び IP-2型輸送物を非開放型の車両に

より運搬する場合で、運搬中において移動、転倒、転落等により、輸送物の安全性が損な

われないように積載し、かつ、輸送物が車両より逸脱しないよう措置が講じられている場

合は、これらの措置を固縛に代えることができる。 

また IP-2型輸送物には IP-3型輸送物と同様、A型輸送物の一般の試験条件のうち貫通試験

を除く自由落下試験が課されており、新固縛指針では IP-2型輸送物を通常時条件の適用輸送物

に加えた。 

 一方 IP-1型輸送物には自由落下試験は課されないが、表面における最大線量当量率の限度が

2mSv/hとA型輸送物と同等であり、同限度が 5μSv/hのL型輸送物とは同列に扱うことは出

来ない。したがって新固縛指針では、IP-1型輸送物を通常時条件の適用輸送物とはしないもの

の、「輸送の量、頻度を考慮し、可能な限り固縛要件に基づいて固縛することが望ましい」と

した。 
 (解―追加) 設定加速度に関する旧固縛指針の記載では、上下方向の加速度２Gに重力加速度が含

まれるか否かの解釈で相違の生じる恐れがあることから新固縛指針では、4.-(1)-①-ァ）「表 b

設定加速度」の欄外に「（＊）重力加速度は含まず」とのただし書きを加えた。 

すなわち「固縛装置の設計」における上下方向２Gの適用に際しては、重力加速度１Gの影響

を考慮し、上方向１G (2G-重力加速度 1G＝1G)、下方向３G (2G＋重力加速度 1G＝3G)で設計

するものとした。 

(参－4) 通常条件を適用する輸送物 
  表 通常条件を適用する輸送物 

右欄(a)(b)に (b)六ふっ化ウラ
ン 送物 輸送物の区分 (a)核分裂性輸送物

該当しない輸送物

BU型輸送物 適用 適用 適用 
BM 型輸送  適用 適用 適用 
A型輸送物 適用 適用 適用（＊＊） 
IP-3型輸送物 適用 適用 適用（＊＊） 
IP-2型輸送物 適用 適用 適用（＊＊） 
IP-1型輸送物 － － 適用 
L型輸送物 － － 適用 

（＊＊）50kg未満のＡ型輸送物、IP-3型輸送物及び IP-2型輸送物を非開放型の車両により

運搬する場合で、運搬中において移動、転倒、転落等により、輸送物の安全性が損なわれ

ないように積載し、かつ、輸送物が車両より逸脱しないよう措置が講じられている場合は、

「これらの措置を固縛に代えることができる」の適用が可能となる。 
1個50kg 近い輸送物を、パレットに積付た後ラップ巻きした状態等で、転落、飛散等

のないよう非開放型の車両に積載し輸送する場合は、1個50kg 以下の輸送物として取り

扱うものとし、これらの輸送物をオーバーパックとするか否かは問わないものとする。な

おラッピングに際しては、万一荷崩れした場合でも飛散しないように厳重に措置すること

とする。 
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 (解－10) 旧固縛指針では、「すべての輸送物に対して、当該の加速度に対する評価を行い適切に

固縛する」とも読み取れるが、実際にはA型輸送物及び IP-3型輸送物及び IP-2型輸送物を非

開放型の車両（バン型車両等）により運搬する場合（この様な場合においても固縛装置に代わ

る手段での固縛は必要であることから）、適切な措置を取った上で固縛装置を使用しない輸送

が一般的に行われているという現状に鑑み、このような現状を妨げないため追記した。 

 
 
 

また今回、そのような実状を考慮し、輸送物の単体重量の限度を、機械的手段に依らなくて

も良い50kg未満とした。根拠は以下に依った。 
a. IAEA輸送規則助言文書TS-G-1.1（DS346）537.1.1に機械的手段を用いるべき場合とし

て50kg 以上としていることを参考に、人力で動かすことが出来る重量程度であって、別

途必要な措置を講ずることで安全性が確保できるのであれば、固縛装置は必要ないと考え

られること。 
b. 現状の輸送実態（例えば輸送パレットに載せた状態で荷台の側壁等を利用して積載する輸

送）を反映できること。 
(参－5) 検討の途上では、「比較的軽いA型輸送物あるいはIP-3型輸送物及びIP-2型輸送物」

との表現も試みられたが、「比較的軽い」という表現が曖昧であることから、IAEA輸送規則助

言文書TS-G-1.1 （DS 346） 537.1.1 で、機械的手段を用いるべき場合として 50kg以上として

いることを踏まえ、新固縛指針では「比較的軽い」の代わりに、機械的手段に頼らなくても良

い「50kg未満」と記載することにした。 

（※ わが国の労働基準法の通達「職場における腰痛予防対策の推進について」（基発第 547

号平成 6年 9月 6日）では、「満 18歳以上の男子労働者が、通常、人力のみにより取り扱う場

合の重量は、55kg以下にすること。」となっており、55kgを超える重量物を取り扱う場合には、

2人以上で行なうよう指導している。） 

ｲ）固縛装置の強度の計算の基本となる荷重は、JIS 等に定める使用荷重とする。特に定めの

ないものについては、その破壊荷重を適切な安全係数で除した許容荷重とする。 
 

②事故時条件  (解－11) 旧固縛指針では、事故時の要件である特別の試験条件が課せられる BU 型輸送物ある

いはBM型輸送物と、同試験条件が課されないA型輸送物とを、固縛に関し一律の基準を要求

している、あるいは要求しているように読み取れ、旧固縛指針の記載は合理的ではないとの考

えから新固縛指針においては、IAEA輸送規則の考えに沿って適用輸送物を明確にした。 

ｱ) 事故時とは自損事故による正面衝突の場合を指すものとし、この場合固縛装置は、事故時

を想定し設計されている以下の適用輸送物のいずれかに該当する輸送物については、前方向

約10 G（他の一般交通の規制などにより明らかに事故被害の軽減が図られる場合は相当な

値）によって発生する力が作用した場合において安全上問題がないことを確認しなければな

らない。 
ところで旧固縛指針における事故時条件での設定加速度は、前方向（約 10G）のみが提示さ

れ、後方向及び左右方向については「適切な数値」を設定することとなっているが、この数値

を具体的に示すことは可能かとの論議があった。 なお、この場合における後方向及び左右方向についても、適切な数値をもって確認しなけれ

ばならない。 放射性輸送物を運搬する車両の場合、車両の側面に別の車両が衝突した場合は、左右方向の

設定加速度は非常に大きな数値となると思われるが、現固縛指針ではこれを「適切な数値」と

表現していることから、事故を正面衝突に限定しているものと判断される。すなわち、事故時

前方向約 10Gという設定加速度は、車両の自損事故による正面衝突を前提としているものと解

釈することが適当である。 

 
BU型輸送物 、BM 型輸送物 、 

核分裂性輸送物 、六ふっ化ウラン輸送物 
 
 その上で、仮に車両が正面衝突を起こした場合、実際は前方向以外にもある程度の加速度が

生じると判断することが妥当である。その加速度を旧固縛指針では「適切な数値」と表現した

と判断される。しかし今回、これらの数値を具体的に明記することが難しかったことから、現

状の規制で行われていることを妨げないとの理由から新固縛指針では、旧固縛指針の文言を使

用した。 

表c適用輸送物 
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(参－6) 「10G」については委員より、旧固縛指針作成当時、わが国で行われた衝突実験の結果を

基に設定されたとの情報があったが、裏づけとなる資料は見当たらなかった。 

(参－7) 事故時条件を適用する輸送物 

事故時条件を適用する輸送物 
右欄(a)(b)に (a)核分裂性輸送

物 
(b)六ふっ化ウラン

輸送物 輸送物の区分 
該当しない輸送物

BU型輸送物 適用 適用 適用 
BM 型輸送物 適  適用 適用 
A型輸送物 － 適用 適用 
IP-3型輸送物 － 適用 適用 

 IP-2型輸送物 － 適用 適用 
IP-1型輸送物 － － 適用 
L型輸送物 － － 適用 

 
(参－8)  IAEA輸送規則では事故時条件としての記載は無い。 

(解－12) 論議の途上、A型輸送物で気体・液体状の放射性物質を収納したもの、あるいは固体状

のLSA-Ⅲを収納した IP-3型輸送物には、一般の試験条件に加え追加の試験条件が課されてい

るとの理由から、気体・液体・固体に区分した上で、追加の試験条件を特別の試験条件に準じ

る扱いとし事故時条件を適用することも検討した。 

しかしながら、追加の試験条件は特別の試験条件ではないので、新固縛指針では、A型及び IP-3

型輸送物については事故時条件を適用せず、通常時条件のみとした。 

 ｲ) 固縛装置の強度の確認の基本となる荷重は、破壊荷重とする。 

(2) 固縛装置の設計上の要求事項 (解－13) 新固縛指針では、通常時条件で「50kg 未満のＡ型輸送物、IP-3型輸送物及び IP-2型輸

送物を非開放型の車両により運搬する場合」を明記したので、旧固縛指針にあった「ダンボー

ル等の軽量の輸送物」との記載は削除した。 

① 固縛装置の強度計算においては、輸送物と車両の間に働く摩擦力は、原則として無視して計

算すること。 
② 固縛装置は、それに発生可能な最大荷重によって、アタッチメントを除く輸送物のいかなる

部位にも降伏強度を超える応力を発生させないこと。なお、アタッチメントを使用する場合

にあっては、アタッチメントの破壊強度は、固縛装置の破壊強度より大きくなければならな

い。 

(参－９) IAEA規則助言文書では固縛装置の最大強度に付いて、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.5.に記載さ

れている。 

(参－10) IAEA規則助言文書では固縛装置の強度計算に付いて、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.15.及び

Ⅳ.20.に記載されている。 

③ 固縛用材は、JIS規格品等その品質が信頼できるものを用いるとともに、使用にあたっては、

当該用材の特質を十分配慮しなければならない。（参項資料-１参照） 
(解－14） 「複数個の輸送物を単独固縛以外の方法で固縛する場合」に関する旧固縛指針の記載

「比較的重量のある輸送物（UO2粉末ドラム缶等）」について新固縛指針では、「比較的重量

のある」との曖昧な表現を避けると共に、「輸送物（UO2粉末ドラム缶等）」についても収納

物を限定する必要はないとの判断から括弧内を削除し単に「輸送物」とした。 
④ 車両のフレーム、荷台等は、固縛に使用する場合、4(1)①及び4(1)②に規定する強度を有し

なければならない。 
 ⑤ 重量輸送物は、ボルト固定による単独固縛とすることが望ましい。 

⑥ 輸送物の複数個を単独固縛以外の方法で固縛する場合は、必要に応じて輸送物間で衝突エネ

ルギーの分散を考慮した配置としなければならない。 
⑦ 固縛の設計にあたっては、その施工が確実にできるよう作業性について配慮しなければなら

ない。 
⑧ 固縛の設計にあたっては、ワイヤロープ等の引張部材が車両等に接触しないように配慮しな

ければならない。 
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(3) 積載及び運搬要領における要求事項 (解－15) L型輸送物及び IP-1型輸送物に関する運搬上の注意事項（運搬中において移動、転倒、

転落等により、輸送物の安全性が損なわれないように積載しなければならない）については、

当初通常時条件の中に記載するべきであるとの意見もあったが、新固縛指針では「(3) 積載及び

運搬要領における要求事項」において示すこととした。 

Ｌ型輸送物及び IP-1型輸送物については、運搬中において移動、転倒、転落等により、輸送

物の安全性が損なわれないように積載しなければならない。 
BU型輸送物、BM 型輸送物、A型輸送物、IP-3型輸送物、IP-2型輸送物、核分裂性輸送物

及び六ふっ化ウラン輸送物は、これに加え該当する次の要件を満たさなければならない。ま

た IP-1型輸送物においても可能な限り満たすことが望ましい。 
また IP-1型輸送物については、通常時条件の適用輸送物としないものの、「(3) 積載及び運

搬要領における要求事項」において、輸送の量 (輸送物の重量、体積及び数量)、頻度を考慮す

る場合を想定し、新固縛指針では「可能な限り固縛要件に基づいて固縛することが望ましい」

とした。 

① 重量輸送物の固縛をワイヤロープ等の引張部材による場合は、可能な限り止め木を併用する

こと。この場合、輸送物と止め木間にすき間が生じないようにすること。 
 (参－11) IAEA輸送規則助言文書では固縛装置の構造に付いて、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.5.及びⅣ.7.

に記載されている。 

(参－12) その他（部材の規格及び使用上の留意事項）に付いて IAEA規則TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.7.

に記載されている。 

② 固縛にあたっては、固縛用材が仕様に合致していること及び健全であることを確認しなけれ

ばならない。 
 

③ 固縛装置は、弛緩のないように十分な張力を与えておかなければならない。 
④ 輸送開始前において固縛装置の点検を実施するとともに、輸送途中の休憩時においても適宜

点検を実施しなければならない。 
 

  
⑤ 追突事故時等に輸送物が直接衝撃を受けないよう荷台後端との間に空間を設けなければな

らない。 
(参－13) IAEA輸送規則助言文書では輸送物の積載位置に付いて、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.16に記載

されている。 
⑥ 車両の偏った位置、特に後車軸の後方に集中的に積載してはならない。  

  

(解－16) 新固縛指針では、通常時条件で「50kg 未満のＡ型輸送物、IP-3型輸送物及び IP-2型輸

送物を非開放型の車両により運搬する場合」を明記したので、旧固縛指針の記載「ダンボール

等の軽量の輸送物」は、この通常時条件に包含されることから削除した。 

(参－14) IAEA輸送規則には輸送物の配置に付いての記載は無い。 

 

  
⑦ 車両は、走行安定性及び輸送物の安全性の確保を図るため、輸送物の内容、形状、重量等を

配慮して選定しなければならない。 
(解－17) 論議の中では、海上コンテナ等の使用で定格荷重の限度を超えた使用がなされることは

運用上有り得ないとの意見もあったが、新固縛指針で明記することとした。 
⑧ 海上コンテナ等の使用において、当該定格荷重が定められているものについては、その荷重

範囲内で運用しなければならない。 
(参－15) 車両の選定に付いて IAEA規則では、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.7.に記載されている。 

おわりに  

調査委員会の構成は下記のとおりである 
御協力をいただいた関係各位の皆様に深く感謝の意を表するものである。 
 

平成20年度及び平成22年度 
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（五十音順）

参考資料１  主な固縛用材の使用上の留意事項 (解－18) 新固縛指針では、固縛用材で JISによって定められているものについては極力規格番号

を記載することとした。また以前は使用したものの現在ではほとんど使用されていない「荷締

機」などをはずし、旧固縛指針に記載が無いが使用頻度が高い「ベルトスリング」「アイプレ

ート」を加えた。 

(1).ボルト 
① ボルトは、次の事項を満足するものでなければ使用してはならない。 
ｱ) ボルト、ナット、座金を1組として、円滑に組合わさること。 
ｲ) ボルト、ナットのそれぞれのネジ部に著しい損傷、摩耗がないこと。 (参－16) IAEA輸送規則助言文書ではボルトに関し、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.4.に記載されている。 

② 特に短距離以外の輸送、悪路での輸送等にあっては、輸送中の緩みを防止するため、ダブル

ナット、バネ座金等を使用しなければならない。 
(参－17) ボルトに関するＪＩＳには、Ｂ１１８０（六角ボルト）、Ｂ１１８１（六角ナット）、

Ｂ１２５１（ばね座金）、Ｂ１２５２（平座金）、Ｂ１０５１（炭素鋼及び合金鋼製締結用部

品の機械的性質－第１部：ボルト、ねじ及び植込みボルト）、Ｂ１１８６（摩擦接合用高力六

角ボルト・六角ナット・平座金のセット）がある。 

③ ボルトの締付けが均等になるよう留意しなければならない。 
参考：関連するJISの規格例を示す。 

B 1180六角ボルト、B 1181六角ナット、B 1251ばね座金、B 1252平座金、B 1051（炭

素鋼及び合金鋼製締結用部品の機械的性質－第１部：ボルト、ねじ及び植込みボルト 
 

 

B 1186摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナット・平座金のセット  
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(2).ワイヤロープ (参－18) IAEA輸送規則助言文書ではロープに関し、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.4.に記載されている。 

① ワイヤロープは、次の事項を満足するものでなければ使用してはならない。 (参－19) ワイヤーに関するＪＩＳには、Ｇ３５２５（ワイヤーロープ）、Ｂ８８１７（ワイヤー

ロープスリング）がある。 ｱ) 一よりの間において素線の数の10 %以上の素線が切断しているものでないこと。 
ｲ) 直径の減少が公称径の7 %以上でないこと。  

ｳ) キンクしたものでないこと。  

ｴ) 著しく形くずれ又は著しい腐食がないこと。  

ｵ) 端末止め部が確実に施行され、かつ異状がないこと。  

② 鋭利な角を有する物や、ワイヤロープを傷め易い物を固縛する場合は、当金具等を用いなけ

ればならない。 
 

 

③ ワイヤロープの使用にあたっては、端末の止め方、曲げ引張等による強度の低下を考慮しな

ければならない。 
 

 

参考：関連するJISの規格例を示す。  

G 3525ワイヤーロープ、B 8817ワイヤーロープスリング (参－20) ターンバックルに関するＪＩＳには、Ｆ３３０７（アンカーストッパ）、Ｆ３３１０（小

型アンカーストッパ）、Ｆ７０２０(船用アイボルト付きターンバックル)がある。 (3).ターンバックル 
ターンバックルは、次の事項を満足するものでなければ使用してはならない。  

① ターンバックル胴、ターンバックルボルトは、円滑に組合わさること。  

② ターンバックル胴、ターンバックルボルトはネジ部に著しい損傷、摩耗のないこと。  

③ 軸心の偏心、曲りのないこと。  

④ アイボルト部の断面径の減少が公称径の10 %以上でないこと。  

⑤ アイボルト部の内長増が5 %以上でないこと。  

参考：関連するJISの規格例を示す。  

F 3307 アンカーストッパ  

F3310 小型アンカーストッパ  

F7020 船用アイボルト付ターンバックル (参－21) シャックルに関するＪＩＳには、Ｂ２８０１（シャックル）がある。 

(4).シャックル  

シャックルは、次の事項を満足するものでなければ使用してはならない。  

① 強度に影響を与えるような有意な変形が認められないこと。  

② 本体及びピンに変形がないこと。  

③ 本体及びピンのネジ部に著しい損傷、摩耗のないこと。  

④ ピン穴とピンとのがたがないこと。  

参考：関連するJISの規格例を示す。  

B2801 シャックル (参－22) フックに関するＪＩＳには、Ｆ２１０５（船用荷役フック）、Ｂ２８０３（フック）が

ある。 (5).フック 
フックは、次の事項を満足するものでなければ使用してはならない。  

① 断面径の減少が公称径の10 %以上でないこと。  

② 強度に影響を与えるような有意な変形が認められないこと。  

参考：関連するJISの規格例を示す。  

F 2105 船用荷役フック  

F 2803 フック (参－23) 環フックに関するＪＩＳは無い。 

(6).環フック  

環フックは、次の事項を満足するものでなければ使用してはならない。  
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① 断面径の減少が公称径の10 %以上でないこと。  

② リングの内長増が5 %以上でないこと。 (参－24) チェーンに関し IAEA規則では、TS-G-1.1 付録Ⅳ  Ⅳ.4.に記載されている。 

(7).チェーン (参－25) チェーンに関するＪＩＳには、Ｆ２１０６（船用一般チェーン）がある。 

チェーンは、次の事項を満足するものでなければ使用してはならない。  

① 断面径の減少が公称径の10 %以上でないこと。  

② 長さの増が5 %以上でないこと。  

参考：関連するJISの規格例を示す。  

F 2106 船用一般チェーン (参－26) レバーブロックに関するＪＩＳには、Ｂ８８１９（チェーンレバーホイスト）がある。 

(8) .レバーブロック  

レバーブロックは、事項を満足するものでなければ使用してはならない。  

① 円滑に作動すること。  

② ラチェットの歯車、爪のかみ合わせに異常がないこと。  

参考：関連するJISの規格例を示す。  

B 8819 チェーンレバーホイスト (参－27) ベルトスリングに関するＪＩＳには、Ｂ８８１８（ベルトスイング）がある。 

(9).ベルトスリング  

① 全幅にわたって縫目がわかり、たて糸の損傷及び縁の部分のたて糸の損傷、著しい毛羽立ち

がないこと。 
 

 

② 目立った切り傷、すり傷、引っかけ傷などがないこと。  

③ 縫製部の剥離がないこと。  

参考：関連するJISの規格例を示す。  

B 8818 ベルトスリング (参－28) アイプレートに関するＪＩＳには、Ｂ３４１０（船用オーバルアイプレート）、Ｂ３４

１５（船用ワイヤーロープステーアイプレート）がある。 (10).アイプレート 
① 強度に影響を与えるような有意な変形が認められないこと。  

② 目立った損傷、摩耗のないこと。 (参－29) 海上コンテナの部材に関するＪＩＳには、Ｚ１６１６（国際海上コンテナ－すみ金具）、

Ｚ１６２９（貨物コンテナ－上部つり上げ金具）、Ｚ１６２６(国際大型コンテナの取扱い)があ

る。 

(11).すみ金具、ツイストロック等 
① コンテナは下部の四つのすみ金具を用いて車体に支持・緊縛すること。 
② すみ金具、ツイストロックについてはJISの規格(ISO規格)の基準を満たすものを使用する

こと。 
 

参考：関連するJISの規格例を示す。 
Z 1616 国際貨物コンテナ－すみ金具 

 

 

 

 



 
 
参考資料２   強度計算例 

(1) ボルトによる固縛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加速度・xによって生じる力には、Q1とQ2が等しく耐える。 

∴Q1x=Q2x 

加速度αyによって生じる力には、Q1とQ４が等しく耐える。 

∴Q1y=Q４y 

ボルト 1に最大の引張力が生じる。 

Q1=Q1x＋Q1y 

Ο′Ο を支点とする転倒を考えると、 
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よってボルト 1に生じる引張応力は、 
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一方、ボルト 1に生じる剪断応力はαxとαyの合成加速度αxyによって、 
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(2) ワイヤロープによる固縛（止め木有り） 

① ワイヤロープに働く力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加速度αxによって生じる力にはP1とP2が等しく耐える。 

∴P1x＝P2x 

加速度αyによって生じる力にはP1とP4が等しく耐える。 

∴P1y＝P4y 

ワイヤロープ 1に最大の引張力が生じる。 

∴P1＝P1ⅹ＋P1y

 



 
Ο′Ο止め木が有効に機能し、 を支点とする転倒を考えると、 
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② 止め木に働く力 

加速度αxが働いたときに、止め木に生じる前後方向の力Fxを考える。 

輸送物の移動を止めている力は、摩擦を無視して、P1、P2、Fxであるとすると、 

P1＝P2であるから、 

Wαx＝2P1 cosθ  cosϕ  +Fx 

ここで加速度は前後方向と上下方向だけを考えているから、 
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加速度αyが働いたときに、止め木に生じる左右方向の力Fyは、上と同様にして、 
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(3 ワイヤロープによる固縛（止め木無し） 

加速度αxによって生じる力にはP1とP2が等しく耐える。 

加速 て生じる力にはP1とP4が等しく耐える。 

加速 て生じる力にはP1、P2、P3、P4が等しく耐える。 

最大 ヤロープは 1であり、その力の大きさは、 

 

加速度αxに対し 方向の力の釣り合いは、 
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加速度αy 対して上と同様にして、 

 P1y＝

に

ϕθ
α

sin cos 2
ｙＷ
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(4) ワイヤロープ（8本）による固縛（止め木有り） 

  ① ワイヤロープに働く力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加速度αxによって生じる力にはPi1、Po1、Pi2、Po2が耐える。 

Pi1x＝Pi2x 

Po1x＝Po2x 

加速度αyによって生じる力にはPi1、Po1、Pi4、Po4が耐える。 

Pi1y＝Pi4y 

Po1y＝Po4y 

ワイヤロープ 1i、1oに最大の張力を生じる。 

Pi1＝Pi1x＋Pi1y 

Po1＝Po1x ＋Po1y 

Ο′Ο止め木が有効に機能し、 を支点とする転倒を考えると、転倒力Rxは、 
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一方、Ｐi1xとPo1xの間の関係は、それぞれがＤxの方向となす角を ixψ 、 oxψ とすると、 
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式を変形すると、 
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変化量が微小であり、Dxの方向に dxであったとするとワイヤロープ 1i、1oの伸び量はそれぞれ 

dx cos ixψ 、dx cos oxψ  

となる。 

このとき、弾性変形による仕事量U はワイヤロープの長さを 、 、断面積Ａ（共通）、縦弾

性係数E（共通）とすれば、 
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Ο ′′Ο加速度αyによって生じる を支点とする転倒を考えると、上と同様にして、 
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Pi1＝Pi1x＋Pi1yより 

Pi1＝

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
++⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+⎥⎦

⎤
⎢⎣
⎡

22

x
x

x
zx

cos  coscsinsincos  coscsinsin2

cos  coscsinsin
2

1)(hW

oo
x

ooiiii

iiii
a

　　　　

　　－＋

θϕθθθϕθθ

θϕθθαα

ll
l

l  

⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢

⎣

⎡

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
++⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+⎥⎦

⎤
⎢⎣
⎡

22

y
y

y
zy

cos  sincsinsincos  sincsinsin2

cos  sincsinsin
2

1)(hW

oo
y

ooiiii

iiii
b

　　　　

　　－＋

θϕθθθϕθθ

θϕθθαα

ll
l

l＋   

 

Po1＝Po1x＋Po1yより 
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② 止め木に働く力 

加速度αxが働いたときに、止め木に生じる前後方向の力Fxを考える。 

輸送物の移動を止めている力は、摩擦を無視して、Pi1、Pi2、Po1、Po2、Fx 

であるとすると、加速度は前後方向と上下方向だけを考えているから、 

Pi1＝Pi1x、Pi2＝Pi2x、Po1＝Po1x、Po2＝Po2x 

 



 

 
またPi1x＝Pi2x、Po1x＝Po2xより 
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加速度αyが働いたときに、止め木に生じる左右方向の力Fyは、上と同様にして、 
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